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評価したことである。本論文は、Fixed Income Approach による所得課税改革の分析（第２章と第３章）、
タイル尺度による所得再分配効果の分解（第２章と第３章）、CES 型効用関数によるシミュレーション分析
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（第４章）、離散選択型モデルによる労働供給行動の分析（第５章と第６章）といった形で、マイクロシミュ
レーションによる複数の手法を提示し、所得課税を分析している。マイクロシミュレーションの様々な可能
性を示したことは、本論文の大きな貢献である。
　第三は、所得課税の所得再分配効果について、国の所得税と個人住民税を区別し、さらには税率と控除の
それぞれの効果を分解して測定することで、所得課税を評価していることである（第２章と第３章）。わが
国の所得課税の所得再分配効果を測定した既存研究は、ほとんどが所得課税全体の所得再分配効果を計測し
ている。本論文が、税率と控除の効果を分解するだけでなく、マイクロデータによる分析結果を示したこと
は、この領域の学術的な発展に寄与したといえる。さらに本論文が、税率と控除の効果の分解において、既
存研究の手法と本論文の独自の手法を比較し、これらの手法のメリットとデメリットを示したことは、所得
課税の所得再分配効果に関する研究分野を大きく前進させたといえよう。
　第四は、本論文によって初めて行われた貢献が、いくつか含まれていることである。所得課税を所得税と
個人住民税に分けて所得再分配効果を計測し、さらにはマイクロシミュレーションの手法を用いた分析を
行った研究は、本論文が初めてである（第２章と第３章）。また、離散選択型モデルによって、配偶者控除
による子育て世帯の配偶者の労働供給の影響を分析した研究は、本論文が初めてである（第５章）。最後に、
タイのマイクロデータを用いた離散選択型モデルによる所得税の分析は、本論文が初めての研究である（第
６章）。
２．本論文の改善を要する点
　本論文に改善を要する点として考えられることは、以下の通りである。
　第一は、本論文で主に用いられている『全国消費実態調査』匿名データの最新年が004年となっており、
やや古いことである。しかしながら、マイクロデータは公開されるのが遅い。『全国消費実態調査』匿名デー
タは、現時点でも004年が最新であり、この点については申請者自身の責任ではない。
　第二は、本論文では所得課税が分析対象となっているが、所得再分配効果や家計の経済行動に影響をもた
らす財政制度は、所得課税だけではないことである。たとえば社会保障給付は、所得再分配に大きく関わる
ことから、分析対象とすべきかの検討が必要であろう。本論文では、公的年金控除のように、所得課税に関
わる社会保障制度は考慮されているものの、分析対象はあくまで所得課税である。本論文でも今後の課題に
掲げられているものの（終章）、社会保障制度を含めた分析については、今後の研究に期待したい。
　第三は、本論文では税制改革の中長期的な影響について分析がなされていないことである。本論文でも示
されている通り、国外のマイクロシミュレーションは動学分析に移りつつある（第１章）。そのため、時間
を考えた動学モデルによる分析は今後の課題であろう。ただし、動学モデルによる分析は、本論文でも今後
の課題として認識されており（終章）、実施には膨大な時間を要することからも、将来の研究成果に期待す
ることと判断した。
３．審査委員会の結論
　当審査委員会では、厳格な査読と慎重な審査を重ねてきた。審査の過程において論文審査委員から、本論
文において説明が不足している部分や、記述が冗長である部分、さらには追記が必要な部分が指摘され、申
請者に伝えられた。これらの指摘に対して申請者は自主的に対応し、審査委員会において、論文が適切に修
正されたことを確認することができた。
　このような審査の経緯を通して、本論文の問題意識の明確さ、マイクロシミュレーションにおけるデータ
処理や分析手法を明確にしたいという申請者の研究に対する真摯な姿勢、租税の公平性と中立性の両面から
アプローチを行う分析手法の適切さとバランスのよさ、膨大な作業量と分析における緻密さ、さらには、分
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析手法の技術的なレベルの高さなどを勘案し、本論文が学術研究として十分に評価できると判断するに至っ
た。
　以上の過程を経て、本論文が博士学位の授与にふさわしい内容をもつものであると、審査委員全員一致の
意見として判定した。
